
































　 このような問題意識のもと 、 本稿では、「会 計（ accounting）」、「 財務報告
（ financial reporting）」、「監査（ auditing）」、「保証業務（ assurance engagements）」
の定義を扱った文献を概観し、公正価値によって作成された財務諸表に対する監
査人の関与の在り方についての可能性を探ることを目的とする。Ⅱでは、 「会計」







　１９４１ 年にアメリカ会計士協会 （ American Institute of Accountants：以 下、 
AIA とする） によって公表された 『会計研究公報第  ９  号』 では、 会計を「財務的な
性格を少なくとも部分的にもっている取引および事象を、有意義な方法を用い、
かつ、貨幣額によって、記録し、分類し、要約するとともに、それらの結果を解
釈する技術をいう。 」（ AIA［１ ９４１］， p.９  ） と定義している。このような定義がな






　１９６５ 年にアメリカ公認会計士協会 （ American Institute of Certified Public 
Accountants：以下、 AICPA とする） によって公表された 『会計研究叢書第  ７  号』



























　１９６６ 年にアメリカ会計学会 （ American Accounting Association： 以下、 AAA
と す る ） に よ っ て 公 表 さ れ た 『 基 礎 的 会 計 理 論』（ A Statement of Basic 
Accounting Theory：以下、 ASOBAT とする） では、会計を 「情報の利用者が判
断や意思決定を行なうにあたって、事情に精通したうえでそれができるように、










かのぼると 、 財務会計基準審議会（ Financial Accounting Standards Board：以  










認識と測定」 （以下、 SFAC 第 ５  号とする） （ FASB［１ ９８４］ ） において、 財務報告
が取り扱う範囲が示された。そこでは、財務報告＝ 「財務諸表」 ＋「注記」 ＋「補
足情報（例えば、 価格変動開示や石油ガス埋蔵量情報） 」 ＋「その他の財務報告 （例
えば、 MD&A や株主レター） 」 と示されている。









討すると、 会計の目的として、 説明責任の遂行を挙げている 『会社会計基準序説』
（ Paton and Littleton［１ ９４０］ ）で は、 検証力のある客観的な証拠という基礎概
念が重要視されていたが 、 意思決定有用性を初めて提唱したとされる ASOBAT
では、目的適合性が最重要視されている。そして、その後も意思決定有用性アプ











る。古賀 ［２ ００４］ は、 一定の人的要件を満たした当事者間取引で成立すると想定
される 「仮定上の取引」 に基づく見積交換価額を 「抽象的・普遍的公正価値」 概念
として述べている。徳賀 ［２ ００９］ は、市場参加者を想定した公正価値概念に使用
価値を加えた広義の公正価値概念についての概念整理を行っている。測定属性の
概念整理を行うと図表Ⅱ -１のように示すことができる。





































　１９４１年 に AIA によって公表された 『会計研究公報第  ９  号』 では、 監査を「会計
書類及びそれに関する証憑の適正性について意見を表示するために、これらの書


















































　 監査人の職能について記された文献として 、１９５３ 年にリトルトン （ A. C. 
Littleton） によって記された 『 会計理論の構造』 が挙げられる 。『 会計理論の構 
造』 において 、 リトルトンは 、 監査（ audit） という語は用いず 、 独立的検査
（ independent examination） という語を用いている。これは、 近代的会計監査が
事務処理の検証以上のものを含んだ、きわめて多くの行為の複雑な形成物である
こと及び批判的意見を述べるために独立的であることの重要性を意味している。
監査人の職能について 、「 誤謬発見ではなく 、 批判的評価にある 」（ Littleton
［１ ９５３］ ， p.１０１，；大塚 ［１ ９５５］ ，１４７頁 ） としたうえで、監査人を表現する動詞
から、 監査の本質を「報告（ report）を行う目的のために、 検査（ examining）によっ





　１９６０ 年代に、 それまで、 監査業務の解説という位置づけだった監査論は 「知識
体系として独立した学問 」（ a field of knowledge） へと学問的な展開がなされ  
た。その一つの業績として、 １９６１ 年にマウツ・シャラフ （ R. K. Mautz and A. 
松　尾　慎太郎
１０７
sharaf） によって記された 『監査理論の構造』 が挙げられる。
　『監査理論の構造』 では、監査の目的を、 「諸活動や財政状態を忠実に描写して
いるかどうかを判断するための検証、すなわち財務データの検査を行うことであ




についてその信頼性をある特定の利害関係者に証明すること 」（ Mautz and 





開することを試みたものとして、 １９７３年 に AAA によって作成公表された 『基礎
的監査概念』（ A Statement of Basic Auditing Concepts： 以下、 ASOBAC とす
る） が挙げられる。
　 ASOBAC においては、 監査を、「監査とは、 経済活動や経済事象についての主
張と確立された基準との合致の程度を確かめるために、これらの主張に関する証
拠を客観的に収集・評価するとともに、その結果を利害関係を持つ利用者に伝達
する体系的な過程である」 （ AAA［１ ９７３］ ， p.２；青 木［１ ９８２］ ，３ 頁） と定義づけ





　１９７８年 に AICPA は、 会計及びレビュー業務基準書第  １  号「 財務諸表の調整と  
レ ビ ュ ー 」（ Statements on Standards for Accounting and Review Services 





コンピレーションいう概念を明確にした 。 コンピレーションについては 、「経 営
者の陳述である情報を財務諸表の形式で提示することで、その財務諸表に対して
なんらの保証を表明しようとするものではない 」（ AICPA［１ ９７８］ ， para.４  ）と
し、レビューについては、 「財務諸表が GAAP あるいはそれ以外の包括的な会計
基準に準拠しているといえるようになるために、当該財務諸表に重大な修正をす
る必要はないという限定保証を表明するための合理的な基礎を提供できるよう、





　１９９４年 、AICPA から「事業報告の改善―顧客化の視点― （ Improving Business 







　 ジェンキンズ委員会報告書において 、 事業報告への監査人の関与が重要であ
 
り、現在において未監査の情報に対する監査人の関与の必要性及び監査人の分析












ビ ス 業 務 に 関 す る 特 別 委 員 会 報 告 書 （ Report of Special Committee on 
















質を改善する独立した専門的サービスである 」（ Elliot［１ ９９７  a］， p.６３；内 藤
［１ ９９８］ ，４ ６頁 ） と定義づけている。
???IAASB???????
　 国際会計士連盟（ International Federation of Accountants：以 下、 IFAC とす  
る） によって １９９７年 と １９９９ 年に公表された公開草案  ４） をはじめとした研究成果
に基づき 、 国際監査・ 保証基準審議会（ International Auditing and Assurance 
Standards Board： 以下、 IAASB とする） によって、 ２００３年 に「保証業務の国際
的フレームワーク （ International Framework for Assurance Engagements）」と
題された包括的な基準書  ５） が公表された 。 そこでは 、 保証業務を、「 業務実施者
が、主題を規準によって評価又は測定した結果について、責任当事者以外の想定
利用者のその結果に対する信頼性の程度を高めることを意図して結論を表明する
業務」（ IAASB［２ ００３  a］， para.７  ） と定義づけている 。 そして 、 IAASB は、
 ３）  この報告書の内容についての概略は 、 Elliot［１ ９９７  a］， Elliot［１ ９９７  b］ 及び内藤［ １９９８］ を 参
照。
 ４）  これらの公開草案については、 日本公認会計士協会国際委員会［１ ９９８］ 、［１ ９９９］ において紹介さ
れている。
 ５）  本フレームワークについて、 ２０１３年  ９  月に改訂版が公表されているが、 本稿では監査から保証業




２００３年 に「 過去財務情報の監査またはレビュー以外の保証業務 （ Assurance 
Engagements Other than Audits or Review of Historical Financial 
Information）」と題された、 「国際保証業務基準 ３０００（ International Standard on 
Assurance Engagements ３０００：以下、 ISAE ３０００ とする） 」 を公表した  ６）。







とである 」（ IAASB［２ ００３  b］， para.２  ） と規定している 。 この規定により 、 保










　伊豫田［２ ０１２］ は、『監査理論の構造』 と ASOBAC を比較して、監査目的の内
 ６）  本基準について、２０１３年  ９  月に改訂版が公表されているが、 本稿では監査から保証業務への変遷


















能に着目していたとしている 。 それに対して 、 ASOBAC は、 投資者を中心とし
た情報利用者一般を念頭に置き、会計の基本目的を 「情報利用者による経済的意
思決定への役立ち」 と位置付けた ASOBAT の考え方に立脚しながら 、 監査目的 
を導出しており、企業と多数の取引当事者間での多元的利害調整機能に着目して
いたと指摘している。このような目的の変化に伴い、 SSARS 第 １  号において、 保
証水準という概念が導入され、監査人の関与の在り方は単一的保証から、多元的












 ７）  ここでの 「監査」 と「保証業務」 とは、従来の監査及び保証業務の定義に代替するものではなく、
意見表明による保証機能の理論を体系化するためのフレームワークとして、 筆者は使用している。



























見を表明してきた （図表Ⅳ -１の①）。今日の財務諸表監査は、 取得原価と公正価値
の混合測定モデルによる併存会計に基づいて作成された財務諸表に対して、合理
的保証業務である監査の水準で監査人は関与を行い、積極的形式で意見を表明し
ている（図表Ⅳ -１の③）。また、 今日における四半期レビューは、 取得原価と公正
価値の混合測定モデルによる併存会計に基づいて作成された四半期財務諸表に対
して、限定的保証業務であるレビューの水準で監査人は関与を行い、消極的形式
で意見を表明している （ 図表Ⅳ-１の④）。 将来的なディスクロージャー制度とし
て、公正価値会計に基づいて作成された財務諸表に対し、監査人が合理的保証業
務である監査の水準あるいは限定的保証業務であるレビューの水準で関与を行
い、意見を表明する （図表Ⅳ -１の⑤あるいは⑥） 可能性を見出すことができる。
 ８）  ①から④までは、現在までの組み合わせとして存在しており、⑤と⑥は将来的な可能性を示して
いる。②は、概念的にはありうるが、現実には存在していない。















は、「 財務諸表が、 一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して 、 企
業の財政状態並びに経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。 」 という適正性意見を表明している。
すなわち、 企業会計の基準 ９） に準拠して、 財務諸表が適正に作成されていること
をもって、特定の利害関係者である財産の委託者に対する説明責任の遂行が経営
者によって行われているかどうかに関しての保証を監査人は行っているものと考




は、 上記と同様の適正性意見を表明している。すなわち、 企業会計の基準１０） に準
拠して、財務諸表が適正に作成されていることをもって、広範な利害関係者に対
する意思決定に有用な情報の提供が経営者によって行われているかどうかに関し




②） に、 その説明責任の遂行についての保証を行う場合 （図表Ⅳ -２ の②） と、 経営
者が意思決定に有用な情報の提供を目的として作成した財務諸表作成の想定利用
者が、 広範な利害関係者から特定の利害関係者へと限定された場合に （ ④から
③）、 意思決定に有用な情報を提供しているかどうかについての保証を行う場合
（図表Ⅳ -２ の②） という  ２  つの可能性を見出すことができる。




行うことを 「会計監査」 、 情報利用者の意思決定に有用な情報の提供を目的として
公正価値会計に基づいて経営者が作成した財務諸表に対して、広範な利害関係者
 ９）  ここでの基準とは、本稿における 「会計」 のフレームワークで作成された基準を意味する。







　本稿は、 「会計」 、「財務報告」 、「監査」 、「保証業務」 の定義を扱った文献を概観
し、「会計」 から「財務報告」 への変遷と、 「監査」 から「保証業務」 への変遷につ





及び提供する情報の質に焦点を当て、 １９４０ 年に公表された 『会社会計基準序説』
によって示された取得原価主義会計による説明責任の遂行という測定属性及び目




大に伴う保証水準の多元化に焦点を当て、 １９７３ 年に公表された ASOBAC によっ
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